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第１章   目的

　本地区は、新潟県上越市の中央部に位置し、南東から北西にかけて一級河川関川が流れ、東から北西にかけて一級河川櫛池川に接し、地
区のほぼ中央を国道18号線が通っている標高10～20m程度に位置する典型的な農村地帯である。
　関係集落は、今池集落である。
　現況は、地域に先駆けて昭和41年～42年に第1次構造改善事業により平均20a区画に整備されている。また、幹線用水路は、国営及び県営
事業等により整備済みである。何れの区域も今池集落全体受益で事業が行われている。
　しかし、整備から約50年が経過し、農地は脆弱化し用排水路は老朽化が著しく、維持管理に多大な労力と費用を費やしている。加えて暗
渠排水施設が未整備であるため、大豆などの戦略作物の栽培に支障をきたしている状態である。
　また、農道の幅員も2.0m～3.0mと狭く、行き止まりの農道もあり、大型機械化に対応できない状況である。
　本地区は、現在4人の個別認定農業者を中心に営農を行っているが、高齢化や後継者不足が著しいことから、新たに設立する集落型農業
生産法人が稲作を中心に大豆+飼料用米+野菜の複合経営を目指しているが、経営目標を達成するには、低コストと労働時間短縮が必要不可
欠であり、本事業による生産基盤整備を早急に取り組むと同時に、集落営農による地域活性化を図りたい。また、地域の農業が持続的に発
展していく組織体制は整っており、低コスト化のための早急な生産基盤整備が必要であり、大区画化などの生産基盤整備を行うことで阻害
要因を解消し、農業経営の安定を図りたい。
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第１節　地域

第２節　地積

（　　）は重複含み受益である。

（令和8年6月現在）

47.8
42.2 - - - 6.3 48.5
41.5

原　野
　

（ha）

山　林
　

（ha）

その他
　

（ha）

上越市 42.2
41.5 47.8

48.5- - -

第２章   地域の所在及び現況

事　　業　　名 地　　　　域

（平成29年10月現在）
計
　

（ha）

　　　　　　現況地目

　市町村名

田
　

（ha）

畑
　

（ha）
備　　　考事　業　名

合　　　　計

区画整理 新潟県上越市大字今池

6.3区画整理

変更後：赤書

変更前：黒書
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第３節　現　　況

１.　気象

（１）一般気象

13.6 年平均値

－ －

降 水 量

2755.5

－

かんがい期

5月～8月

22.0

非かんがい期

9月～4月

9.4

観測所名

基準年（㎜）

602.0

－

77.8

－

2153.5

－

192.6

11月27日　～　4月28日　　　153日間

S
最大風速

（風　向）
23.1m/s
（S）

平　均　気　温　（℃）

高田

1953年～2011年

計又は平均

観測期間

備　　　　　　　考

月平均　229.6mm

月平均　22.5日270.4

根　雪　期　間

無　霜　期　間

最　多　風　向

平　均（㎜）

平　均（日）

基準年(日）

降水日数

最多風向発生時期：4月
最多風速発生年月日：1959年4月5日

4月29日　～　11月7日　　　 193日間

3



（２）特殊気象

816.5 625.01/100～

281/500～ ～ ～

1994.8.17

1/25

1956.12.28 1968.2.17 1970.12.11 2001.12.20

2010.8.13 2000.8.23

数
　
量

176.0 164.5 1985.11.8 1/60

1/20～ 1/13

1/50 147.5 1999.9.15 1/25 146.7

～

～ ～ ～

1/111/1829 ～

1994.7.3 2010.7.16

発
生
確
率

年
月
日

数
 
量

年
月
日

1985.7.8 1/100

発
生
確
率

数
 
量

年
月
日

1/14 26

数
 
量

年
月
日

160.3 1959.7.11 1/20

1962.2.8

発
生
確
率

発
生
確
率

数
 
量

1965.9.17

2000.7.26 1974.5.27 1961.4.22

663.5 596.9

46

1974.6.22 1961.5.17

27

最 大 連 続 雨 量
　　　　　　　　（㎜）

最大連続干天日数
　　　　　　　　（日）

1/151/60

1956.11.25 1968.1.6 1970.11.22 2001.11.25 1962.1.10

987.2

第　３　位 第　４　位 第　５　位
観 測 所 名

高田
備　考

観 測 期 間

1953年～2011年

最 大 日 雨 量
　　　　　　　（㎜）

年
月
日

発
生
確
率

第　１　位 第　２　位
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２.　地形、地質及び土壌

（１）地形

　

（２）地質及び土壌

本地区の土壌は、「F51…灰色土壌粘土マンガン型」及び「D30…強グライ土壌強粘土還元型」である。

100% 100%

41.5 41.5

100%

最　低

8

畑　・　そ　の　他

8°
～

15°

15°
～

20°
計

3°

未満

3°
～
8°

20

20°

以上

比率（％）

最　高
1/1,000

～
1/100

受益地標高（ｍ）
事
　
業
　
名

区
画
整
理

計
1/100
～

1/20

1/20
～

1/11.5

1/11.5

以上

地　　目

傾斜区分

面積（ha）

比率（％）

田

1/1,000

未満

41.5
42.2

100%
100%

41.5
42.2

100%

備　考

100%

合
　
計

面積（ha）

100%

42.2 42.2

変更後：赤書

変更前：黒書
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３.　水利状況

（１）用水状況

　 本地区は、「松野木用水路」より取水し灌漑されている。

（ア）用水系統

　　　現況用水系統模式図のとおり。
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現況用水系統模式図
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（イ）取水方法一覧

（　　）は重複含み受益である。

（ウ）改修を要する施設一覧表

（　　）は重複含み受益である。

新設年度
又は

更新年度

41.5
42.2

m
3
/s

備　　　考

m
3
/s

延　べ
取水量

備　　　考
改修を必要
とする理由

0.353
1 1

41.5
42.2

1

41.5
42.2

0.096

500ha以上 500～100ha
慣行水利権等

0.353

　　　項　目

施設名

区
画
整
理

ha 箇所ha

100ha未満
計 許可水利権

L=6.2km用水路

合　計

老朽化、漏水S42幅0.20m～1.00mフリューム、土水路

0.353

0.096
41.5
42.2

　　　項　目

施設名

事
業
名

0.353

0.096

事
業
名

ha

区
画
整
理

か　ん　が　い　面　積

箇所 ha 箇所 m
3
/s 箇所箇所

その他

自然取水

箇所

0.096

施設名又は箇所数
受益面積
（ha）

構　　　造 規　　　模

41.5
42.2

合　計
41.5
42.2

変更後：赤書

変更前：黒書
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（２）排水状況

本地区の排水は、各水路より「一級河川　関川」及び「一級河川　櫛池川」に自然排水されている。

（ア）排水系統

　　　現況排水系統模式図のとおり。
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現況排水系統模式図
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（イ）排水方法一覧

（　　）は重複含み受益である。

（ウ）改修を要する施設一覧表

（３）河川状況

該当なし

22

ha 箇所 ha 箇所 ha

規　　　模

区
画
整
理

新設年度
又は

更新年度

区
画
整
理

自然 排水路

L=4.0km
41.5
42.2

フリューム、土水路排水路

66.5
67.2

2
66.5
67.2

　　　項　目

施設名
施設名又は箇所数

受益面積
（ha）

構　　　造

機械

合　計
66.5
67.2

1.118

ha 箇所

慣行水利権等

（m
3
/s）

排　　水　　面　　積
計

500ha以上 500～100ha 100ha未満

箇所

合　計

改修を必要
とする理由

66.5
67.2

事
業
名

自然 幅0.20m～1.00m S42 老朽化、漏水

備　　　考

備　　　考
事
業
名

　　　　　　　項　目

　施設名

排水慣行

（m
3
/s）

1.118

変更後：赤書

変更前：黒書
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４.　道路概況

　本地区に沿って、「国道18号線」「一般県道　青柳・高田線」「各市道」などが通っており、これら道路網が重要な基幹道路となっている。
　一方、農業生産に欠かせない地区内道路は、昭和40年代前半のものであり、幅員も狭く営農に支障を来している。

５.　営農状況

　農地は、昭和40年代に整備された20a区画が基本である。
　過疎化、高齢化に伴う担い手不足により農業者が毎年減少している中で、本地区は認定農業者が中心となり、水路、農道などの維持管理を
共同活動で実践し、営農活動とともに地域の活性化を図り各種活動を実施している。

12



　第４節　地域環境の概況

　 　本地区は、上越市南部の標高8m～20mに位置する典型的な農村地帯である。
　その中で本地区は、上越市農村環境計画において「農業基盤整備ゾーン」に位置しており、恵まれた地形条件を活かして低コスト・
高生産性の農業を展開している地域である。
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第１節　事業計画の要旨

１.　要　旨

　昭和40年代に平均20a区画に整備されているが、整備から50年以上が経過し、農地は脆弱化し用排水路は老朽化が著しく維持管理に
多大な労力と費用を費やしている。
　生産基盤整備により、耕地の大区画化及び低コスト化を実現し農業経営の安定を図りたい。

２.　事業別面積

区画整理

－ － －

計
39.6
40.3

備　　考

39.6
40.3

第３章　  基 本 計 画

事 業 名

土　　地
利用区分

事業目的

区画整理

水
　
田

普
通
畑

牧
草
地

果
樹
園

小
計

（ha）（ha）（ha）（ha） （ha）

39.6
40.3

39.6
40.3

計

39.6
40.3

（ha）

変更後：赤書

変更前：黒書
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第２節　営農計画及び土地利用計画

１.　営農計画の概要

　当該地区において区画整理を実施することにより、維持管理労力の軽減、大型機械の導入による生産性の拡大を図るとともに、
汎用化水田による米、大豆、えだまめ等の育成の均一化により品質向上を図り安定した農業経営を目的とする。
　基盤整備による農業生産条件の改善を基に、関係者共同で地域農地の保全に努める。

２.　土地利用区分

（　　）は重複含み受益である。

47.8
48.5
47.8
48.5

6.3

8.2

47.8
48.5
47.8
48.5

41.5
42.2
39.6
40.3

41.5
42.2
39.6
40.3

47.8
48.5

47.8
48.5
47.8
48.5

41.5
42.2
39.6
40.3

果樹園

（ha）

その他
の

樹園地
（ha）

41.5
42.2
39.6
40.3

区
画
整
理

計　　画

現　　況

保全
管理
区域
(ha)

計

計　　画

区分

計

（ha）

土地利用 牧草畑

（ha）

普通畑

（ha）

水　田

（ha）

事
業
名

現　　況

備　考
合　計

（ha）

小　計

（ha）

原　野

（ha）

山　林

（ha）

その他

（ha）

6.3

8.2

47.8
48.5

変更後：赤書

変更前：黒書
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３.　環境との調和への配慮

　地区内で身近に観察され、地域の人たちにも親しまれているドジョウを環境指標種とし、環境との調和への配慮を実施する。
　計画する開水路にワンドを点在させ、ドジョウなどの生息環境を確保する。
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第３節　用水計画

　 １.　計画基準年

昭和24年　（国営関川土地改良事業の計画基準年に準ずる。）

２.　計画かんがい方式

自然圧パイプライン方式及び開水路方式。

３.　計画用水系統

計画用水系統模式図のとおり。
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計画用水系統模式図
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４.　計画用水量
　

面
　
　
　
　
積

（ha）

代かき期

水田かんがい

区画整理
農業
用水

（ha）

水田畑利用

単
位
用
水
量

計
画
平
均

そ の 他

単
位
用
水
量

計
画
代
か
き

（㎜/日）

粗用水量

平均 最大

（m
3
/ｓ）（m

3
/ｓ）

39.6
40.3

13.7 160
39.6
40.3

畑地かんがい

面
　
　
　
　
積

（㎜/日）（日）

項
　
目

　
　
　
　
　
　
　
系
統
名

－

種
　
　
　
別

普通期

（ha）

備　考
単
位
用
水
量

計
画
平
均

（㎜）

平
均
間
断
日
数

面
　
　
　
積

－

　
面
　
　
　
積

（ha）

平
均
か
ん
水
深

一
日
当
た
り
計
画

（ha）

平
均
か
ん
水
深

一
日
当
た
り
計
画

平
均
間
断
日
数

面
　
　
　
　
積

（㎜/日）（日） （％）

0.316

損
　
　
失
　
　
率

（㎜/日）

消
　
費
　
水
　
量

－ － － － － －
10
150.101

－ 0.316

（m
3
/ｓ）

変更後：赤書

変更前：黒書
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５．　水源計画

（１）水利用計画

　 　該当なし
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第４節　排水計画

　 １.　計画基準雨量

・1/2 確率年　…　 94.2　mm/day 観測所名：高田観測所　1953年～2011年
・1/10確率年　…　140.4　mm/day 水文資料：新潟県農地部水文統計資料　第13版（H26.3）

２.　計画排水方式

　計画区域内の地表面排除及び地下水排除を自然排水方式で行い、排水は「一級河川　関川」及び「一級河川　櫛池川」に排除する。

３.　計画排水系統

　　　　計画排水系統模式図のとおり。
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計画排水系統模式図
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４.　計画排水量

降 雨 に よ る
直接単位流出量

(m
3
/s/㎞

2
)

平　地

備　考
基底流出量

（m
3
/s/km

2
)

項
　
目

　
　
　
　
　
　
　
排
　
水

　
　
　
　
　
　
　
系
統
名

関川 1.592
39.6
40.3

- 0.067 140.4

（㎜）

流域面積

（㎞
2
）

基
準
雨
量

受益面積

　
（ha）

山　地 平　地 山　地 山　地 平　地 平　地

- - 3.189

単位排水量

（m
3
/s/km

2
)

山　地

自然排水 機械排水

平　　地

全  排  水  量
 

（m3/s)

山　地

- -0.067 - 1.370

変更後：赤書

変更前：黒書
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第１節　工事の内容　

第２節　管理の要領

１.　管理者

２.　管理方法に関する基本的事項

　関係者と協議して利用するものとする。
　管理は、地元関係者と協力して行う。　

道路工

区画整理 整地工
A=39.6ha
A=40.3ha

100a区画

L=12.3km 砂利舗装

第４章　  工事又は管理の要領

規模・構造 備　　考
　　　　　　　　項目
　施設名

工　事　内　容 事　業　量

施設名 管理者 備　　考

本事業により造成される土地改良施設 関川水系土地改良区

用水路工 L=5.8km

暗渠排水工 A=15.2ha 素焼陶管

排水路工 L=3.9km 塩ビ管、ヒューム管、フリューム

自然圧パイプライン、フリューム

変更後：赤書

変更前：黒書
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第１節　換地計画樹立の必要性

１.　換地区の設定

第２節　換地計画樹立の基本方針

１.　従前の土地の地積の基準

２.　農用地集団化の方法

３.　非農用地の換地方針

非農用地区域の
位置の概略

面積(㎡) 換地の手法 換地取得予定者 その他

第５章　  換地計画の要領

位置選択 一戸当たり目標団地数 区画畦畔の取扱い
個 人 別 換 地 の 方 法　　　　　区分

　換地区
地帯別、グループ別団地の設定

当該事業は土地改良法第２条第２項に基づく区画整理事業であり、その性質上換地計画を樹立する必要性がある。

　換地交付の基準とする従前の土地の地積は、土地改良事業計画決定の日の登記簿地積とする。ただし、上記の日から３か月以内に、測量
士、測量士補又は土地家屋調査士の測量した実測図及び隣接土地所有者の同意書を添付して申し出があった場合には、その申し出のあった
地積とする。

換地区名

（全換地区）

換地区の住所

上越市大字今池、他

面積（ha）
47.8
48.5

全換地区

◎集落別集団化
　集落毎の出入作を解消し、集落単位の共
同作業や農地の維持管理が容易となるよ
う、その権利者の属する集落単位に集団化
を図る。

◎営農グループ集団化
　地域の担い手（生産法人1組織及び個別担
い手5戸）の経営農用地の面的な集積を積極
的に推進する。

　各人の従前の土地条件
（区画形状・通作距離・
自然条件等）及び意向調
査等の結果を踏まえ、各
種グループ別集団化との
調整を図りながら、育成
すべき経営体の営農効率
が向上するよう合理的な
土地利用計画を策定した
後に換地選定を行い集団
化を図る。

　１戸当たりの団地数は、概ね１団地
を目標とする。

上越市大字今池 614
特定用途用地

換地
東北電力

ネットワーク㈱
全換地区

　　　　　区分
　換地区

鉄塔敷地

固定畦畔

種　　　類

変更後：赤書

変更前：黒書
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４.　評価方法

５.　清算の方法
増価額比例地積清算方式

標準地比準方式
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(取得

予定者)

換
地
区
名

前
 
後

土
地
改
良
施
設

そ
 
の
 
他

小
　
計

41.5 41.5 41.5 47.8
従前の土地 42.2 - - - - - - 42.2 - - - - 42.2 - (614m2) (614m2) - - - - - - - (548m2) - 6.3 6.3 - 48.5

39.6 39.6 39.6 (614m2) (614m2) 47.8
換 地 40.3 - - - - - - 40.3 - - - - 40.3 - (736m2) (736m2) - - - - - - - - - 8.2 8.2 - 48.5

従前の土地

換 地

従前の土地

換 地

41.5 41.5 41.5 47.8
従前の土地 42.2 - - - - - - 42.2 - - - - 42.2 - (614m2) (614m2) - - - - - - - (548m2) - 6.3 6.3 - 48.5

39.6 39.6 39.6 (614m2) (614m2) 47.8
換 地 40.3 - - - - - - 40.3 - - - - 40.3 - (736m2) (736m2) - - - - - - - - - 8.2 8.2 - 48.5

全
換
地
区

合
　
　
計

国 県

市
　
町
　
村
　
他

合
　
　
　
　
計

農
業
経
営
合
理
化
施
設
用
地

生
活
上
・
経
営
上
必
要
な
施
設
用
地

公
用
・
公
共
用
施
設
用
地

宅
　
　
地
　
　
等

計

合
　
　
　
　
計

異
種
目
換
地

創 設 非 農 用 地

宅
　
　
　
地

そ
 
の
 
他

計

通常事業施工地
域に含める土地
(令第１条の９
　　( )書き)

計

創
設
農
用
地

合
　
　
　
　
計

特定用途用地

（単位 ha）

用　途
非 農 用 地 区 域 外 に 換 地 す る 土 地 非 農 用 地 区 域 に 換 地 す る 土 地 機能交換に係る土地 一

 
般
 
国
 
公
 
有
 
地

総
　
　
合
　
　
計

田

本事業によって
生ずる土地改良
施設用地

改
 
良
 
区

そ
 
の
 
他

計

６．用途別予定地積

畑

山
林
・
原
野

そ
　
の
　
他

変更後：赤書

変更前：黒書
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第３節　土地改良法第５条第６項に規定する国有地等の編入承認に係る地積

第４節　換地計画樹立の年度計画

第５節　換地処分の時期に関する特則

準用する同法第54条第2項本文の規定にかかわらず、換地処分ができるものとする。

8.2ha全換地区 548m2 8.2ha 8.2ha

　換地区において、換地区内の区画形状の変更に係る工事が全て完了し、確定測量が実施されたときは、土地改良法第89条の2第10項で

　　　　　区分
　換地区

備考

全換地区

一時利用地の指定予定年度

令和元年度
令和2年度
令和5年度

換地計画の決定予定年度

合　計
国有地 県有地 市町村有地 計

令和9年度
令和8年度

換地処分予定年度

令和9年度
令和8年度

　　　　　区分
　換地区

機能交換に係る土地 一般国
公有地

変更後：赤書

変更前：黒書
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（単位：千円）

（単位：千円）

39,100

39,100

%

39,800
522,445 261,223 94,990 71,242 17,400
531,850 265,925 96,700 72,525

522,445
531,850

261,223 94,990 71,242
265,925 96,700 72,525

17,400
17,400

% %

39,800
% % % % %

地元 国

% %
7.5

%

17,400

% % % %

県 市町村

1,006,400  1,006,400  
1,024,200  

負 担 率

負担金額
区画整理

% %
27.5 10.0 100

%
55.0 100

国 県 市町村 地元
事　業　名　等 区　分

工　　事　　費 工　事　雑　費 地方事務費

国 市町村 地元

% % % %

県

合計
負 担 率

負担金額

% %

第６章   費用の概算

　　　　事業名等

　区分

主　要　工　事

附　帯　工　事

区画整理 備　　　　考

-

合計

-

1,024,200  
内地方事務費

内工事雑費

39,100   
39,800   
17,400   
17,400   

変更後：赤書

変更前：黒書
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総費用（現在価値化）＝

1.07

千円

千円

1,280,231

1,302,863

1,379,954

1,404,348

増加所得償還率＝

2,403

＝
6.9%

35,211 6.9%

総便益（現在価値化）＝

総費用総便益比＝ ＝
1,404,348 1.07

1,280,231

1,302,863

2,901 -                

1,318 -                

1,429 -                

1,455 -                

2,901 -                

788

地 籍 確 定 効 果

水 源 か ん 養 効 果

景 観 ・ 環 境 保 全 効 果

国 産 農 産 物 安 定 供 給 効 果

維 持 管 理 費 節 減 効 果

農 業 労 働 環 境 改 善 効 果
6,429 -                

774 -                

6,543 -                

60,818 35,211

28,146 31,765

△ 334 -                

60,818 35,211

-                

19,584
千円

3,446
千円

水 源 か ん 養 効 果

景 観 ・ 環 境 保 全 効 果

国 産 農 産 物 安 定 供 給 効 果

計

31,765

2,953 -                

59,758 35,211

作 物 生 産 効 果

営 農 経 費 節 減 効 果
27,657

1,318 -                

1,429 -                

788 -                

2,953 -                

計
59,758 35,211

合
計

19,931 3,446

△ 340 0

△ 334

-                

1,342 -                

35,211

△ 340 -                1,379,954

6,543 -                

1,342 -                

-                

6,429

774

1,455 -                2,403

-                

第７章   効　用

事業名等
　　　　　　　　　　項目
　区分

年総効果（便益）額 年総増加農業所得額 備　　　考

28,146 31,765

19,931 3,446

19,584
千円

3,446
千円

27,657 31,765

区
画
整
理

作 物 生 産 効 果

営 農 経 費 節 減 効 果

維 持 管 理 費 節 減 効 果

農 業 労 働 環 境 改 善 効 果

地 籍 確 定 効 果

変更後：赤書

変更前：黒書
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第８章   他の事業との関連

区　　　分 事　業　名 事業主体
受益面積

　　　（ha）
事　　業　　内　　容

関連事業
国営かんがい排水事業

関川用水地区
農林水産省 5,832

・笹ヶ峰ダム:土木構造物補修、機械設備等の更新　N=1.0式

・水力発電:新設　N=1.0式

・幹線用水路:補修及び補強　L=6.7km
・水管理施設:更新　N=1.0式
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別紙図面のとおり

第９章   計画概要図
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